
令和5年（フ）第7060号

破産者株式会社プラスアルファ

　　　　　令和6年4月23日

破産管財人　弁護士　田口　和幸

第1回財産状況報告集会における破産管財人の報告書要旨

第1　破産手続開始申立てに至った事情と開始決定

　破産者は、破産手続開始申立前に労働者派遣事業を営んでおり、雇用する派遣従業員を主に

派遣先が営むコールセンター業務に従事させて、派遣料収入を得ていた。

　破産者は、運転資金が不足した際に関係会社間で相互に金銭の貸借を行っていたが、破産者

からコロナ影響を強く受けた関係会社に対する貸付額の増加する一方となり、破産者の運転資

金が枯渇するに至った。破産者は、社会保険料を滞納し、令和5年8月に年金機構から売掛金

等に対する差押えを受けて資金繰りが破綻した。その結果、破産者は、令和5年11月10日

に東京地方裁判所に対して破産手続開始の申立てを行い、同日、破産手続開始決定を受けて、

当職が破産管財人に選任された。

第2　破産手続開始決定後に行った管財業務

　1　元従業員等からの問合せ対応、解雇に伴う手続、未払賃金立替払請求手続

　　破産者及び関連事件の破産者であるマックスアルファ株式会社を併せると元従業員数は

　　2500名を超えた。当職は、多数の元従業員への破産手続に関する情報提供を行うため、

　破産手続開始日に破産管財人ホームページを立ち上げて、想定される破産手続に関するQ

　＆Aを掲示した。また、破産管財人事務所で電話対応が可能な体制を整えて、毎日数十件

　以上の問合せに対応した。

　　当職は、破産手続開始前に退職及び開始時に解雇された破産者の従業員に対して、離職

　票の発行等、解雇に伴う労務関係の対応を行った。

　　また、当職は、破産者の元従業員について未払賃金立替払請求に関する手続を行った。

　未払賃金立替払請求書を作成のうえ、順次、元従業員に請求書を発送し、元従業員におい

　て必要事項を記載した請求書が返送された場合には、当職がそれらの請求書をまとめて労

　働者健康安全機構に提出した。

2　本社及び支店の明渡し

　破産手続開始時に、破産者の拠点が渋谷区（本社）、横浜市、札幌市、福岡市、豊島区、

大阪市にあり、福岡に社宅が1件あった。当職は、本集会期日までにこれらの拠点の撤

退・明渡しと敷金の回収を行った。
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3　資産の換価

　破産者にっいては、破産手続開始申立前に大半の労働者派遣契約が終了して派遣料収入

が生じなくなったことに加えて、主要な売掛債権が自己信託及び受益権譲渡の対象となっ

ていたため回収可能な売掛金は僅かであった。当職は、回収可能な売掛金合計39万91

90円を回収し、同額を財団に組み入れた。

　また、当職は、株式売却と什器備品売却により合計43万6210円を財団に組み入れ

た。以上の他に、当職は厚生年金保険料等の還付金合計6，719，222円の返金を受け

て、同額を財団に組み入れた。

4　破産開始前に行われた社会保険にかかる審査請求の対応

　破産者は、運転資金を得るために売掛債権に対する自己信託を設定し、それにより生

じる優先受益権を譲渡し、譲渡代金を得ていた。破産手続開始申立前に、年金機構が上

記自己信託を設定した売掛債権に対する差押えを行ったのに対し、破産者は差押えの取

消を求める審査請求を行っていたことから、当職は、審査請求手続において必要な対応

を行う予定である。

5　その他管財業務

　当職は、住民税を徴収する市町村に対する対応や破産者にっいて必要な税務申告を行っ

た。

第3　破産財団の状況

　1　別紙財産目録・収支計算書記載のとおりである。

　2　破産財団の現在残高は12，404，662円である。

第4　今後の管財業務の方針について

未払賃金立替払請求の手続を継続して行うとともに、関係会社に対する債権等のうち、回

収可能なものの回収を図る予定である。

第5　配当の見込みについて

現時点までに交付要求等を受けた財団債権が508，300，949円であるのに対し

て、破産財団の現在残高は12，404，662円に留まる。

　回収未了の関係会社に対する債権等の大部分は民事再生手続中の会社に対する再生債権で

あり、それらのうち回収可能な債権を回収しても財団債権額を超える財団組入を得る可能性

は極めて低いと考えられるため、破産債権者に対する配当は見込めない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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東京地方裁判所令和5年（フ）第7060号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　破産者株式会社プラスアルファ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　破産管財人弁護士田口和幸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　収支計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　（令和5年11月10日～令和6年4月23日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

収入の部 支出の部

番号 科目 金額 備考 番号 科目 金額 備考

1 現金回収 3，080 1 履行補助者給与 5，261，830 ※2

2 預金回収 0 2
書類保管・廃棄

料
982，982 ※3

3 予納金組入 6，077，886 3 税理士報酬 498，950

4 債権回収 6，719，922 ※1 4
社会保険労務士
報酬

110，550

5 敷金回収 6，590，821 5
人事労務ソフト使

用料
17，160

6 売掛金回収 399，190 6 通信費 45，343

7 株式等換価 276，210 7
その他管財業務
費用

777，436 ※4

8 什器売却代金 160，000 8 郵送費 5t925

9 受取利息 17 9 交通費 25，380

10 書類等梱包費用 50，908

収入合計 20，227」26 支出合計 7，822，464

差引残高 12，404，662

※1破産会社の従業員の退職により厚生年金保険の資格を喪失したことに伴い、納付済みの厚生年金保険料等

が還付されたものである。

※2令和5年11月度及び12月度は11名分、令和6年1月度は7名分、同年2月度は6名分、同年3月度は6名分の破

産管財人の履行補助者の給与の合計額である。

※3本社及び支店で保管されていた書類のうち保管を要するものを倉庫に預託し、廃棄すべき書類の溶解処分を

委託した費用である。

※4残高証明書発行料、給与等の振込手数料と税理士報酬の源泉徴収税、書類等梱包費用である。



令和5年（フ）第7060号破産者株式会社プラスアルファ　　　　　令和6年4月23日破産管財人　弁護士　田口　和幸第1回財産状況報告集会における破産管財人の報告書要旨第1　破産手続開始申立てに至った事情と開始決定　破産者は、破産手続開始申立前に労働者派遣事業を営んでおり、雇用する派遣従業員を主に派遣先が営むコールセンター業務に従事させて、派遣料収入を得ていた。　破産者は、運転資金が不足した際に関係会社間で相互に金銭の貸借を行っていたが、破産者からコロナ影響を強く受けた関係会社に対する貸付額の増加する一方となり、破産者の運転資金が枯渇するに至った。破産者は、社会保険料を滞納し、令和5年8月に年金機構から売掛金等に対する差押えを受けて資金繰りが破綻した。その結果、破産者は、令和5年11月10日に東京地方裁判所に対して破産手続開始の申立てを行い、同日、破産手続開始決定を受けて、当職が破産管財人に選任された。第2　破産手続開始決定後に行った管財業務　1　元従業員等からの問合せ対応、解雇に伴う手続、未払賃金立替払請求手続　　破産者及び関連事件の破産者であるマックスアルファ株式会社を併せると元従業員数は　　2500名を超えた。当職は、多数の元従業員への破産手続に関する情報提供を行うため、　破産手続開始日に破産管財人ホームページを立ち上げて、想定される破産手続に関するQ　＆Aを掲示した。また、破産管財人事務所で電話対応が可能な体制を整えて、毎日数十件　以上の問合せに対応した。　　当職は、破産手続開始前に退職及び開始時に解雇された破産者の従業員に対して、離職　票の発行等、解雇に伴う労務関係の対応を行った。　　また、当職は、破産者の元従業員について未払賃金立替払請求に関する手続を行った。　未払賃金立替払請求書を作成のうえ、順次、元従業員に請求書を発送し、元従業員におい　て必要事項を記載した請求書が返送された場合には、当職がそれらの請求書をまとめて労　働者健康安全機構に提出した。2　本社及び支店の明渡し　破産手続開始時に、破産者の拠点が渋谷区（本社）、横浜市、札幌市、福岡市、豊島区、大阪市にあり、福岡に社宅が1件あった。当職は、本集会期日までにこれらの拠点の撤退・明渡しと敷金の回収を行った。13　資産の換価　破産者にっいては、破産手続開始申立前に大半の労働者派遣契約が終了して派遣料収入が生じなくなったことに加えて、主要な売掛債権が自己信託及び受益権譲渡の対象となっていたため回収可能な売掛金は僅かであった。当職は、回収可能な売掛金合計39万9190円を回収し、同額を財団に組み入れた。　また、当職は、株式売却と什器備品売却により合計43万6210円を財団に組み入れた。以上の他に、当職は厚生年金保険料等の還付金合計6，719，222円の返金を受けて、同額を財団に組み入れた。4　破産開始前に行われた社会保険にかかる審査請求の対応　破産者は、運転資金を得るために売掛債権に対する自己信託を設定し、それにより生じる優先受益権を譲渡し、譲渡代金を得ていた。破産手続開始申立前に、年金機構が上記自己信託を設定した売掛債権に対する差押えを行ったのに対し、破産者は差押えの取消を求める審査請求を行っていたことから、当職は、審査請求手続において必要な対応を行う予定である。5　その他管財業務　当職は、住民税を徴収する市町村に対する対応や破産者にっいて必要な税務申告を行った。第3　破産財団の状況　1　別紙財産目録・収支計算書記載のとおりである。　2　破産財団の現在残高は12，404，662円である。第4　今後の管財業務の方針について未払賃金立替払請求の手続を継続して行うとともに、関係会社に対する債権等のうち、回収可能なものの回収を図る予定である。第5　配当の見込みについて現時点までに交付要求等を受けた財団債権が508，300，949円であるのに対して、破産財団の現在残高は12，404，662円に留まる。　回収未了の関係会社に対する債権等の大部分は民事再生手続中の会社に対する再生債権であり、それらのうち回収可能な債権を回収しても財団債権額を超える財団組入を得る可能性は極めて低いと考えられるため、破産債権者に対する配当は見込めない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上2巾員坦R冊1）ミ黒鷲量穿情くk翼彗ff榔麺皿怯幽幽眠澄搭皿（田爵亨⊃齢芯柳準魍洋際撫暮回緬wH」筍§色婆高§o§§ooooooo5§o§§89史8ぼ8爲o．■り卜・己N＝oq⊃q⊃oN瓢担部os8o巳留98留8写器88oぷ◎o一寸・σ｝hc＼寸、卜・cNhく免◎Ohe刈ho＾Ohq⊃・≡≡§§臣蔓，ミ臣§霞§§員§担ぼ8F留留ξ←留摯≡≡Nト§←搬�b如幽皿網緬蕪眠剰絹網窯嵩暗網網娼網く網網齪娼迷網撃品網醇娼照車眠掌！｜製撫問尊瓢暮米卓尽セ瓢堅嘩士照娼ぷポ輩綱田酷±e巾幽綱維FN◎り寸吟q⊃トooΦ9：ご竺±巴9柳埋柵昨坤司皿鯉停皐1哩米齪Φo寸eo1§喜§§§゜ウ゜。．8豊；�l喜N三〇鵠Qり一鵠卑監O°。口．O§卜基cδ§o嘩細§゜っ゜。．OΦ豊：需言N丑哩三〇瓢e◎←鵠田哩�bAAくロ離蝉A哩皿蕪“碑冬）響蓮章e巴蝉哩幽鯉哩嘔蝉鯉理督幽過哩哩呂督回回回ポ望蚕蚕蚕哩1巾，N◎り寸o牌東京地方裁判所令和5年（フ）第7060号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　破産者株式会社プラスアルファ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　破産管財人弁護士田口和幸　　　　　　　　　　　　　　　　　　収支計算書　　　　　　　　　　　　　　　　（令和5年11月10日〜令和6年4月23日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）収入の部支出の部番号科目金額備考番号科目金額備考1現金回収3，0801履行補助者給与5，261，830※22預金回収02書類保管・廃棄料982，982※33予納金組入6，077，8863税理士報酬498，9504債権回収6，719，922※14社会保険労務士報酬110，5505敷金回収6，590，8215人事労務ソフト使用料17，1606売掛金回収399，1906通信費45，3437株式等換価276，2107その他管財業務費用777，436※48什器売却代金160，0008郵送費5t9259受取利息179交通費25，38010書類等梱包費用50，908収入合計20，227」26支出合計7，822，464差引残高12，404，662※1破産会社の従業員の退職により厚生年金保険の資格を喪失したことに伴い、納付済みの厚生年金保険料等が還付されたものである。※2令和5年11月度及び12月度は11名分、令和6年1月度は7名分、同年2月度は6名分、同年3月度は6名分の破産管財人の履行補助者の給与の合計額である。※3本社及び支店で保管されていた書類のうち保管を要するものを倉庫に預託し、廃棄すべき書類の溶解処分を委託した費用である。※4残高証明書発行料、給与等の振込手数料と税理士報酬の源泉徴収税、書類等梱包費用である。

